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完全子会社(株式会社エヌエスアイテクス)との 

吸収合併(簡易合併・略式合併)に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2024年1月1日を効力発生日として、当社の完全子会社である株式会社 

エヌエスアイテクス（以下「エヌエスアイテクス」）を吸収合併することを決議いたしましたので、お知らせいたし

ます。なお、本合併は当社完全子会社を対象とする簡易合併であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

１．合併の目的 

当社は、2017年9月に半導体IPの開発・販売を行うエヌエスアイテクスを設立しましたが、自動車の電子制御化

とともに高度運転支援/自動運転を中心とした技術開発が進み、車載半導体はますます重要性を増しています。 

そのため、エヌエスアイテクスを当社に吸収合併し連携をより強固にすることで、半導体技術を活用した当社製品

の競争力をこれまで以上に高め、開発を加速してまいります。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

2023年9月11日 合併契約締結に関する取締役会決議 

2023年9月29日（予定） 合併契約締結 

2024年1月11日（予定） 合併効力発生  

（注）本合併は、当社においては会社法第 796条第 2項に規定する簡易合併に該当し、エヌエスアイテクスにお

いては会社法第 784 条第 1 項に規定する略式合併に該当するため、両社とも株主総会による本合併に係る合併

契約の承認を得ることなく行います。 

 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とし、エヌエスアイテクスを消滅会社とする吸収合併とします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

該当事項はありません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

エヌエスアイテクスは、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

 

 



３．合併の当事会社の概要（2023年3 月31 日現在） 

 存続会社 消滅会社 

名称 株式会社デンソー 株式会社エヌエスアイテクス 

所在地 愛知県刈谷市昭和町1-1 東京都港区港南2-16-4 品川グランド 

セントラルタワー 

代表者の役職・氏名 取締役社長 林 新之助 代表取締役社長 新見 幸秀 

事業内容 自動車部品製造販売 半導体IPおよび関連ツールの開発・ 

ライセンス販売、保守メンテナンス、 

エンジニアリングサービス 

資本金 187,457百万円 100 百万円 

設立年月日 1949年12月 2017年９月 

発行済株式数 787,944,951株 2,000株 

決算期 3月31日 3月31日 

大株主及び持株比率 トヨタ自動車株式会社      24.16% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口)                 11.76% 

株式会社豊田自動織機      9.26% 

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 

4.85% 

トヨタ不動産株式会社        4.44% 

株式会社デンソー        100.00% 

 

直前事業年度の財政状態及び経営成績 

当社 

（連結、IFRS） 

エヌエスアイテクス 

（単独、日本基準） 

決算期 2023年3月期 決算期 2023年3月期 

資本合計 4,579,711百万円 純資産 ▲6,329百万円 

資産合計 7,408,662百万円 総資産 6,121百万円 

１株当たり親会社 

所有者帰属持分 

5,845.08円 １株当たり純資産 ▲3,164,479.97円 

売上収益 6,401,320百万円 売上高 118百万円 

営業利益 426,099百万円 営業損失 ▲1,841百万円 

税引前利益 456,870百万円 税引前当期損失 ▲1,534百万円 

親会社の所有者に 

帰属する当期利益 

314,633百万円 当期損失 ▲1,081百万円 

基本的1株当たり 

当期利益 

416.01円 1株当たり当期損失 ▲540,644.04円 

 

４. 合併後の当社の状況 

 本合併後の当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はありません。 

 

５. 今後の見通し 

 本合併は、完全子会社との合併であるため、当社の連結業績への影響は軽微です。 

 

以 上 


